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東日本大震災の被災地におけるボランティア活動に係る

休暇制度の整備及び活用の促進について

かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚

くお礼申し上げます。

さて、東日本大震災の被災地におきましては、災害の発生以来多数のボランテ

ィアの方々が、被災家屋の泥かき、畳上げ、家具の搬出、また避難所における物

資の仕分けなど多様な活動を行い、被災地の生活支援に大きな役割を果たしてお

ります。これからも本格的な復興に向け、ボランティア活動の対象範囲は拡大し、

かつ多様化することが見込まれており、息の長い支援が必要となります。

長崎県としましても、（財）県民ボランティア振興基金及び長崎県社会福祉協

議会と共同で、これまで３回災害ボランティアバスを運行し、６０名の県民の方

が、延べ２２０日の被災地におけるボランティア活動を行い、さらに同基金では、

県内の市町や団体などが災害ボランティアバスを運行するに際しての運行経費

等に対する助成を始めたところであります。

また、県職員については、国の取扱に準じて東日本大震災におけるボランティ

ア活動への職員の参加を容易にするため、ボランティア休暇の上限日数を５日か

ら７日に引き上げる特例措置を講じております。

つきましては、今回の震災に伴い、改めて企業独自の休暇としてボランティア

休暇制度の整備拡充や、既にボランティア休暇のある企業においては、改めて制

度の周知・活用を促すことなど、ボランティア活動への参加を希望する従業員へ

の支援につき、特段の配慮をいただきますよう、別添のとおり長崎県土木部長よ

り通知がまいっておりますのでお知らせ申し上げます。


